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自　平成29年 4月 1日

至　平成30年 3月31日

決　算　報　告　書 

ＪＡＧ国際エナジー株式会社

（ ）



金　　　額 金　　　額

（ 資 産 の 部 ） 円 （ 負 債 の 部 ） 円

 流　動　資　産 2,573,827,756 2,705,533,300

現 金 及 び 預 金 533,630,369 買 掛 金 213,349,945

売 掛 金 1,034,467,487 短 期 借 入 金 100,000,000

リ ー ス 債 権 69,782,371 関 係 会 社 短 期 借 入 金 1,102,000,000

前 渡 金 45,020,000 一年内返済予定長期借入金 161,006,000

前 払 費 用 88,492,768 未 払 金 113,392,955

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 35,000,000 未 払 費 用 26,968,224

未 収 入 金 469,182,797 前 受 金 566,076,258

そ の 他 303,271,822 預 り 金 27,725,565

貸 倒 引 当 金 △ 5,019,858 賞 与 引 当 金 122,144,647

そ の 他 272,869,706

 固　定　資　産 17,322,274,364  固  定　負　債 12,594,104,203

  有 形 固 定 資 産 7,763,022,352 長 期 借 入 金 2,176,746,000

建 物 及 び 構 築 物 1,480,695,144 関 係 会 社 長 期 借 入 金 9,511,000,000

機 械 装 置 240,728,472 長 期 未 払 金 7,922,801

器 具 及 び 備 品 8,768,394 繰 延 税 金 負 債 3,963,077

土 地 5,146,122,309 退 職 給 付 引 当 金 23,622,780

建 設 仮 勘 定 886,708,033 資 産 除 去 債 務 15,442,746

預 り 保 証 金 855,406,799

  無 形 固 定 資 産 200,514

ソ フ ト ウ ェ ア 200,514

  投資その他の資産 9,559,051,498

投 資 有 価 証 券 77,250,000 負 債 合 計 15,299,637,503

関 係 会 社 株 式 882,816,307 （ 純 資 産 の 部 ）

出 資 金 7,468,306,459  株 　主　 資　 本 4,596,464,617

長 期 貸 付 金 5,254,684   資　  本 　 金 100,000,000

繰 延 税 金 資 産 -   資 本 剰 余 金 3,730,378,347

差 入 保 証 金 531,240,712 資 本 準 備 金 171,500,000

長 期 前 払 費 用 4,261,998 そ の 他 資 本 剰 余 金 3,558,878,347

リ ー ス 債 権 590,759,064   利 益 剰 余 金 766,086,270

そ の 他 の 投 資 3,978,555 そ の 他 利 益 剰 余 金 766,086,270

貸 倒 引 当 金 △ 4,816,281 繰 越 利 益 剰 余 金 766,086,270

純 資 産 合 計 4,596,464,617

19,896,102,120 19,896,102,120

 貸 　借　 対 　照　 表 

(平成30年3月31日現在)

科       目

 流　動　負　債

負 債・純 資 産 合 計資 　 産　  合 　 計

科       目



円 円

6,386,217,611       

4,832,713,907       

1,553,503,704

1,113,779,534       

439,724,170

3,339,403           

受 取 配 当 金 7,000               

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 48,286,536          

9,226,115           

60,859,054          

303,959,058         

1,140,000           

1,200,000           

306,299,058         

194,284,166

-                   

-                   -                   

284,716             

64,531,383          

64,816,099          

129,468,067

1,750,172           

19,805,655 21,555,827 

107,912,240

 損 　益 　計 　算 　書 

自　平成29年 4月 1日
至　平成30年 3月31日

科　　　　　　目 金　　　　　　額

営 業 外 収 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

売 上 原 価

売 上 高

売 上 総 利 益

法 人 税 等 調 整 額

そ の 他 の 営 業 外 収 益

為 替 差 損

固 定 資 産 除 却 損

営 業 利 益

受 取 利 息

そ の 他 特 別 利 益

経 常 利 益

そ の 他 の 営 業 外 費 用

固 定 資 産 売 却 益

支 払 利 息

営 業 外 費 用

特 別 利 益

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

そ の 他 特 別 損 失

特 別 損 失



利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成29年3月31日残高 100,000,000 171,500,000 3,558,878,347 3,730,378,347 1,048,174,030 4,878,552,377 4,878,552,377 

事業年度中の変動額

新株の発行 - - - - - - - 

吸収合併 - - - - - - - 

減資 - - - - - - - 

剰余金の配当 - - - - △390,000,000 △390,000,000 △390,000,000 

当期純利益 - - - - 107,912,240 107,912,240 107,912,240 

事業年度中の変動額合計 - - - - △282,087,760 △282,087,760 △282,087,760 

平成30年3月31日残高 100,000,000 171,500,000 3,558,878,347 3,730,378,347 766,086,270 4,596,464,617 4,596,464,617 

至　平成30年 3月31日

資本剰余金合計その他資本剰余金

資本剰余金

株　　　　　主　　　　　資　　　　　本

 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

（単位：円）

資　本　金
資本準備金

純資産合計株主資本
合　　計

自　平成29年 4月 1日



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

 (１) 資産の評価基準及び評価方法

　　 有価証券の評価基準及び評価方法

…

 (２) 固定資産の減価償却方法
…

 (３) 引当金の計上基準
…

…

…

…

 (４) 収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　完成工事高及び完成工事原価の計上基準は、工事の進行途上においても、その進捗部分について成果の確実性が認められる

請負契約については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、それ以外の請負契約については工事完成基準を

適用しております。

（６）連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

 

２．株主資本等変動計算書の注記

（１) 当事業年度末の発行済株式の種類及び総数

3,000 株

　個　　別　　注　　記　　表　

退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる
額を計上しております。数理計算上の差異については、その発生時の
従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による定額法によ
り翌期から費用処理しております。

移動平均法による原価法関 係 会 社 株 式

定率法を採用しております。ただし平成28年４月１日以後に取得した
建物、建物附属設備および構築物に係る減価償却方法は定率法から定
額法に変更しております。なお、耐用年数及び残存価額については、
法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

受注業務に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における未完
成業務の損失見込額を計上しております。

有 形 固 定 資 産
( リ ー ス 資 産 を 除 く ）

貸 倒 引 当 金 受取手形、売掛金等の債権に対する貸倒れによる損失に備えるため、
一般債権については合理的に見積もった貸倒率による額を、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。

賞 与 引 当 金 従業員の賞与の支給に備えるため、次回賞与支給見込額のうち当事業
年度に対応する額を計上しております。

（５）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

受 注 損 失 引 当 金
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